（様式4）
誓約書

岐阜市民福祉活動センター（会議室）に係る指定管理者の指定の申請を行うに当たり、下記の事項及び提出書類の内容について事実に相違ないことを誓約いたします。
また、後日誓約した内容に違反する事実が判明した場合には、いかなる措置を受けましても異存のないことを誓約します。

記

1　過去2年以内において、その責に帰すべき事由により、岐阜市又は他の地方公共団体から地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の2第11項の規定により指定管理者の指定の取消しを受けていないこと。
2　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4又は岐阜市競争入札参加資格停止措置要領（昭和62年3月27日決裁）による競争入札参加資格停止措置の要件に該当しないこと。
3　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立てをしていないこと。
4　民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てをしていないこと。
5　破産法（平成16年法律第75号）に基づく破産手続開始の申立てをしている団体及びその開始決定がされている団体（同法附則第3条第1項の規定によりなお従前の例によることとされる破産事件に係るものを含む。）でないこと。
6　岐阜市が行う事務事業からの暴力団排除に関する合意書（平成22年10月22日締結）第4条に規定する排除措置の対象でないこと。
7　市町村民税、固定資産税、消費税及び地方消費税の滞納がない団体であること。
8　会議室を含む岐阜市民福祉活動センターの管理を一体的に行うことができる団体であること。

(あて先）岐阜市長
年　　月　　日
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